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（一般会計補正予算） ６議案 １号～７号（４号除く）

（特別会計補正予算） ２議案 「国保診療施設」「介護」

（条例改正等） ６議案 「特別職給与」「市税」

（請願） １議案 「ダリアを市花に」
付託された議案



（第１号） ５月臨時会 新型コロナ対応、特別定額給付金等

（第２号） ６月定例会 高額の市税還付金

（第３号） ６月定例会 新型コロナ対応、通常の補正予算

（第４号） ６月定例会 市長・議員等の報酬削減、基金積立

（第５号） ６月定例会 新型コロナ対応

（第６号） ７月臨時会 新型コロナ対応

（第７号） ９月定例会 新型コロナ対応、通常の補正予算

補正予算の概要
２６６億４,２５０万９千円 増額

（７９１億４千万円 ⇒ １,０５７億８,２５０万９千円）



補正予算の内訳
２６６億４,２５０万９千円 増額

（７９１億４千万円 ⇒ １,０５７億８,２５０万９千円）

宝塚市
（国県支出金） 約265億円 （市単独） 約1.4億円

財政調整基金取り崩し
イベント中止
夏季休業期間の工事中止

国

県
国 ⇒ 宝塚市 約261.7億円

特別定額給付金等 約237億円

地方創生臨時交付金 約17.6億円 他

特別定額給付金 約12.8兆円
地方創生臨時交付金 約 3.0兆円 等

地方創生臨時交付金 約459億円
緊急包括支援交付金 約1,168億円

県 ⇒ 宝塚市 約3.3億円



新型コロナ対応
（概要）

（給付金等）

特別定額給付金、子育て世帯臨時特別給付金

妊産婦特別給付金、水道基本料金減免 など

（感染症対策）

発熱外来の開設、マスクや消毒液の購入

避難所間仕切り、サーモグラフィ等の購入 など

（事業者支援・経済活性化）

事業所等賃料補助金、観光活性化キャンペーン

市内店舗キャッシュレスポイント還元 など

（新しい生活様式）

GIGAスクール関連（タブレット、コンテンツ使用）

テレワークシステム構築、河川敷ベンチ設置 など



新型コロナ対応
（５月臨時会）

（特別定額給付金）

市民一人あたり10万円の給付金を支給

（発熱外来の開設）

平日午後も発熱外来を開設

（事業所等賃料補助金）

売上が減少した個人事業主に、1ヶ月分のテナント

賃料（上限10万円）を補助



新型コロナ対応
（６月定例会）

（市立病院、介護施設への補助金・助成金）

ＰＣＲ検査機器、飛沫抑制装置の購入

介護施設等の消毒・洗浄、換気設備設置

（公共施設等備品・消耗品購入）

マスク、消毒液、サーモグラフィ、非接触型体温計

ウォーターサーバー、スポットクーラー、空気清浄機

（避難所用間仕切り）

テント形式の間仕切りやダンボール間仕切り



新型コロナ対応
（７月臨時会）

（市立病院補助金）

減収分として2億円を補助、医療従事者への手当

帰国者・接触者外来の拡充

（市内店舗キャッシュレスポイント還元）

キャッシュレス決済サービスを導入した市内店舗

において、期間内に物品等を購入した利用者に、

プレミアムポイントの還元（還元率25％）を行う

（観光活性化キャンペーン）

GoToトラベルを利用し、市内に宿泊した旅行者に

5,000円程度のギフトを進呈する



新型コロナ対応
（９月定例会）

（住宅確保給付金）

離職・廃業に至らずとも、新型コロナの影響により、

収入が減少し、住居を失う恐れがある方にも対象

が拡大し、申請者が増加

（指定管理者に対する損失補填・補償）

市の要請等により休止した公共施設に対して、維持

管理経費等の補填や損失を補償

ナチュールスパ、あいあいパーク、コミュニティ施設

（事業所等賃料補助金の減額）

予算額 約1.8億円 ⇒ 約1億円の残

市立病院補助金、公園スピーカー増設

河川敷ベンチ設置、園芸体験パック抽選会 等



審査結果

（一般会計補正予算） ６議案 １号～７号（４号除く）

⇒ 1,2,3,5,6号 可決（全員一致）

⇒ ７号 修正可決（賛成多数）

（特別会計補正予算） ２議案 「国保診療施設」「介護」

可決（全員一致）

（条例改正等） ６議案 「特別職給与」「市税」

可決（全員一致）

（請願） １議案 「ダリアを市花に」

採択（全員一致）



補正７号修正可決
（９月定例会）

（事業所等賃料補助金の減額）

予算額 約1.8億円 ⇒ 約1億円の残

市立病院補助金、公園スピーカー増設

河川敷ベンチ設置、園芸体験パック抽選会 等

（賛成意見）

ベンチの設置は事業者支援の予算残額の使い方とし

ては緊急性という意味で疑問

支援が直接届くような使い方をすべき

（反対意見）

新しい生活様式に適しており、かつ地元要望もある。

これまで進まなかった事業が進んでいるという意味

では減額補正は必要ない



報告は以上です。


